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（小特集①）
魚類群集の多様度指数からみた生態系配慮施設の効果

神宮字　寛・水谷　正一・寺田　龍介・稲田　あや

　農林水産省農村振興局鳥獣対策・農村環境課は 2019～2021
年度に「二次的自然環境における生物多様性保全検討調査」を
行い，全国10地区の農業農村整備事業地区を対象に，生態系
配慮施設は供用後に効果をもたらしたのか，また，現在も効果
が持続しているのか，という点について，検証を行った。全国
10カ所の農業農村整備事業地区のデータを統合した解析によ
り，配慮護岸による生息場の確保や魚道による移動経路の確保
等の生態系配慮施設の整備が魚類群集の多様性向上に及ぼす効
果を明らかにした。また，生態系配慮を実施していない施設で
あっても，経年変化により魚類の生息環境が形成されるという
知見が得られたので報告する。
� （水土の知90-8，pp.3～6，2022）

生物多様性，生態系配慮施設，魚類群集，農業農村整備
事業，設置効果

（小特集②）
農業水路の生態系配慮施設が魚類の生息に及ぼす効果

渡部　恵司・鈴木　正貴・寺田　龍介

　農業水路に整備された生態系配慮施設の効果を評価するた
め，2019～2021年に全国 8地区で実施された魚類採捕・水路
環境調査のデータを解析した。生態系配慮施設のない対照区間
の中には魚類の種類数および多様度指数の高い区間があり，水
路底に占めるコンクリート水路の割合に基づき，対照区間を「対
照区間（生息場あり）」と「対照区間（生息場なし）」に区分し
た。配慮護岸などの水路岸に関する配慮，2面張りなどの水路
底に関する配慮，深み，およびワンドのある区間は魚類の種類
数および多様度指数が高く，各地区に整備された生態系配慮施
設が総じて魚類生息場として機能していることを示した。
� （水土の知90-8，pp.7～10，2022）

農業水利施設，生物多様性，生態系配慮，農業農村整備
事業，魚類

（小特集③）
農業水路における環境DNA 調査の適用性と環境DNA の拡散距離

小出水規行・源　　利文・白子　智康・中村　匡聡

　農林水産省農村振興局鳥獣対策・農村環境課による環境
DNA分析技術を利用した生物調査結果を取りまとめた。調査
は全国 10地区で 2019～2021 年の灌漑期と非灌漑期に実施さ
れ，採捕調査との比較を通じて環境DNA調査の現場適応性や
活用方法を検討した。環境DNA分析の適用性は魚類で高く，
採捕調査の補足的，簡易的手法になると考えられた。両生類は
調査地区や時期により環境DNA検出に差が見られ，非灌漑期
に主に陸上で生息する種の検出に影響するため，調査時期に注
意する必要がある。環境DNAの拡散距離を推定した結果，採
水サンプルは採水地点から上流1,500～2,000 m区間に生息す
る個体を反映すると推察された。
� （水土の知90-8，pp.11～14，2022）

農業農村整備事業，生態系配慮，環境DNA，淡水魚類，
両生類

（小特集④）
栃木県Ｎ川地区の長期モニタリング調査からみる 

水域ネットワークの役割

守山　拓弥・水谷　正一・早川　拓真

　栃木県Ｎ川地区では，1996年から 2020年までの 25年間に
わたり，断続的な魚類相のモニタリング調査を実施してきた。
本報では，このモニタリング調査により水域ネットワーク（移
動経路，生息・生育場）の持つ役割について考察する。モニタ
リング調査の結果からは，長期的に見ると魚類相が変動するこ
とが見えてきた。とくに，水枯れに伴い種数の減少が生じるが，
水域ネットワークを介した魚類の移入によりその後回復する可
能性がうかがえた。一方，モニタリング時期の後半になると，
外来種であるカワムツやカラドジョウが優占的な地位を占める
ようになるなど，水域ネットワークにより外来種が侵入する可
能性についても明らかとなった。
� （水土の知90-8，pp.15～18，2022）

長期モニタリング調査，魚類相，水域ネットワーク，水
枯れ，外来種

（小特集⑤）
東北地方Ｂ地区の流量変動の大きな水路における 

生態系保全の効果検証

森　　　淳・田中　和博・青木　　聡�
山田健太郎・西澤　彩香

　国営農地再編整備事業Ｂ地区は全国に先駆けて環境配慮が取
り組まれた地区である。現況保全区間を設けたほか，2面張り
水路などを積極的に設けた。3面張り区間である対照区間と比
較して，実証区間・現況保全区間において多様度指数が高く，
個体数が多い傾向が顕著であった。Ｂ地区では，保全対象種の
スナヤツメ類，ギバチが事業実施中・完了後のいずれも確認さ
れていることから，地区内の環境配慮対策（魚巣ブロック，幅
広水路，階段式落差工等）の保全効果が継続していると考えら
れる。階段式落差工は小流量でも魚類の遡上効果が認められ，
水域ネットワークの保全と個体群の維持に貢献している。
� （水土の知90-8，pp.19～22，2022）

保全対象種，流速の多様性，深み，水深，生息場，水域ネッ
トワーク

（小特集⑥）
Ｍ県Ｆ地区における深み工による魚類保全効果の検討

皆川　明子・鈴木　啓介・川邊渓一朗・江藤　美緒

　土地改良事業時に農業排水路に深み工が施工された地区を対
象に，深み工のある3本の排水路と生態系配慮施設のない排水
路1本において，魚類の種数およびミナミメダカとドジョウの
生息数を比較した。その結果，農業排水路に施工される深み工
は，魚類の越冬場として機能し得ること，水深が大きい方が有
効であることを確認できた。一方，現状の深み工＋植生乱石パ
ネルでは魚類の繁殖場として有用な植生を生育させることが難
しいことも明らかになった。農業水路に生息する魚類を整備後
にも保全していくためには，水路内に，繁殖，成育，越冬のサ
イクルを完結できる環境を意図的に創出することが不可欠であ
ることが確認された。
� （水土の知90-8，pp.23～26，2022）

深み工，越冬場，退避場，繁殖場，植生，維持管理



（小特集⑦）
山口市Ｊ地区における 

ビオトープによる生物多様性保全効果の検討

中田　和義・三田　康祐・中西　　毅

　本報では，山間地域（傾斜地）の山口県山口市Ｊ地区で実施
した現地調査結果に基づき，ビオトープや環境配慮水路には生
物多様性保全効果が見られ，絶滅危惧種を含む多種多様な生物
の保全に貢献していることを明らかにした。また，ビオトープ
の維持管理強度の指標として「年間当たりの草刈り回数」に着
目し，採捕された生物データとの相関関係を解析したところ，
草刈りの回数が多いほどコウチュウ類の種数や個体数の増加に
寄与することを示した。

（水土の知90-8，pp.27～30，2022）
農業農村整備事業，ビオトープ，維持管理強度，草刈り，
淡水魚類，水生昆虫類，両生類

（報文）
東南・南アジアにおける圃場整備の展開方向

齋藤　晴美・八木　正広

　東南・南アジア諸国には経済発展に伴って，農業の生産性の
一層の向上や農村の労働力不足を解消しようとする動きがあ
り，近年，圃場整備が注目されている。しかし，圃場整備実施
に係わる法制度の整備状況，土地の所有のあり方などは国によ
り大きく異なっており，各国における圃場整備の進捗にも大き
な隔たりが生じている。本報では，タイ，ベトナム，ミャンマー
およびスリランカの4カ国における，社会条件，歴史，圃場整
備の事業主体，設計の考え方など圃場整備の進捗に影響を及ぼ
す要因について分析するとともに，アジアにおける圃場整備の
今後の展開方向について考察する。

（水土の知90-8，pp.33～37，2022）
東南・南アジア，圃場整備，農地流動性，実施手続法，
事業主体，同意徴集

（報文）
藤沼ダムの新たな締固め管理と安定解析による再建

鈴木秀一郎・渡邊　浩樹・田中　忠次・龍岡　文夫�
毛利　栄征・デュッティン　アントワン・三浦　　亨

　2011年東北地方太平洋沖地震で決壊した藤沼ダムの再建に
当たっては，「再度災害」の完全な回避を前提として，東日本
大震災と同じレベルの地震動を受けても十分な健全性を維持で
きることを要求性能とした。このため，適切な堤体構造の採用，
適切な盛土材の選択に加えて，合理的な盛土締固め管理を行う
ことによって確実に高品質な盛土を実現できた。すなわち，従
来の堤体土の締固め度と含水比の管理値の改善に加えて「最適
飽和度」を目標値とする飽和度管理を実施することによって，
効果的に盛土の品質を管理できた。新堤体の高い安全性は，地
震時の繰返し載荷履歴の影響を適切に導入したNewmark-D
法による安定解析を行うことで確認された。

（水土の知90-8，pp.39～44，2022）
フィルダム，締固め度，飽和度管理，地震時挙動，強度
低下，塑性すべり解析

（報文）
リンゴ畑に堆積した泥土の除去前後の土壌環境評価

甲斐　貴光・鈴木　　純

　2019年 10月の台風 19号は，東日本を中心に記録的な豪雨
をもたらし，広範囲で河川の氾濫や土砂崩れなどの甚大な被害
をもたらした。長野県内では，長野市長沼地区で千曲川の堤防
が決壊し，リンゴ畑に濁流が約 3 mの高さまで押し寄せ，濁
水が引いた後のリンゴ畑には，約 20 cmに堆積した泥土が残
された。本報では，�2019 年 8月（被災前）～2021 年 10月の
期間，リンゴ畑の土壌調査を実施した。その結果，流入した泥
土からは，リンゴ畑の土壌へカリウムの供給が見込めることが
わかった。リンゴ有機 JAS認証を目指すリンゴ畑を事例とし
て，リンゴ畑に堆積した泥土が土壌環境に及ぼす影響について
紹介する。

（水土の知90-8，pp.45～48，2022）
リンゴ畑，水害，泥土，復旧，土壌環境，経時変化

（技術リポート：北海道支部）
圃場整備の設計における 3 次元設計の試行

三上　雄也

　人口減少下における農業農村整備の確実な推進のためには，
さまざまな場面での生産性向上が必要であり，近年発展が著し
いデジタル技術の活用はその手段として有効である。本報では，
国営緊急農地再編整備事業「大雪東川第二地区」の圃場整備工
事の設計において，UAV空中写真測量および3次元設計を実
施し，従来手法と比較した測量作業の省力化や設計作業の効率
化，合意形成の効率化といったメリットを整理する。また，農
業農村整備におけるデジタル技術を推進するため，当該作業に
かかる各種基準類の指針となるための提案等について報告する。

（水土の知90-8，pp.50～51，2022）
3次元設計，UAV空中写真測量，圃場整備，BIM/CIM，
生産性向上

（技術リポート：東北支部）
二級河川五戸川における魚道の効果検証

野呂　明弘・澤井　　豊・大里　有巨

　五戸川は十和田湖の外輪山の東縁に位置する十和利山に源を
発し，妙返川などの 6支川を合わせて太平洋に注ぐ延長
50.7 kmの二級河川である。本河川には農業用水を取り入れ
るための農業水利施設があり，農業者にとっては重要な水源と
なっているものの，ほとんどの施設には魚道がなく，魚類の遡
上が困難となっていた。平成16年に地元新聞に魚道設置の要
望記事が掲載され，それを契機に五戸町や関係する土地改良区
からも要望が上がり，平成22年度から県営農業水利施設魚道
整備促進事業五戸川地区で6カ所の魚道整備に着手し，令和2
年度に工事が完了した。本報では，五戸川に設置した魚道で採
捕調査を行い，その効果検証を行った結果について報告する。

（水土の知90-8，pp.52～53，2022）
魚道，対象魚，魚道型式，遡上，採捕調査，環境，維持
管理



（技術リポート：関東支部）
水門の自動開閉システムの普及に向けた課題と解決策

横山　空生

　農業用水の管理において維持管理者の不足，農業水利施設と
受益地の距離的乖離，豪雨時の対応が課題となっている。本報
では長野県長野地域振興局管内で水門の自動化，遠隔制御監視
システムの導入により，これらの課題の解決を図った実施事例
を紹介する。また，水門の自動化，遠隔制御監視システムの導
入状況や課題を調べるため，農業水利施設管理者と全国の農業
農村整備事業の担当部署に向けて水門の自動開閉システムに係
るアンケート調査を実施した。実施事例とアンケート調査の結果
から明らかになった新たな課題とその対応策について考察する。

（水土の知90-8，pp.54～55，2022）
水門の自動化，遠隔制御監視，維持管理負担の軽減，工
事費の縮減，農業水利施設

（技術リポート：京都支部）
基礎杭施工時の地下水の影響検討と近接住宅地への対策

榊原　拓実・金田　　力・鈴木　貴仁・瀨戸　太郎

　国営かんがい排水事業「新川流域二期地区」では，前歴事業
にて昭和46年度に造成した新川河口自然排水樋門の更新工事
（新川河口自然排水樋門建設工事）を実施している。当工事の
現場は住宅地に近接しているため，周辺環境に配慮（騒音・振
動）した打設方法とする必要がある。以上より，当初設計では
中堀セメントミルク噴出撹拌方式を採用していたが，地下水が
及ぼす影響を検討した結果，中堀最終打撃方式に変更し施工す
ることとなった。本報では，地下水が及ぼす影響検討の過程と，
打撃工法による基礎杭の施工に当たっての近接住宅地への対策
について紹介する。

（水土の知90-8，pp.56～57，2022）
基礎工，鋼管杭，地下水，騒音対策，環境配慮

（技術リポート：京都支部）
KU-LINER® 工法による管更生事例の紹介

霜村　　潤

　埼玉県深谷市の岡部用水路補修工事は，一部に交通量の多い
道路下を横断する区間があるため非開削工法である管きょ更生
工法の適用が計画された。既設管はφ400ヒューム管で延長
110 m，途中 2カ所に 45°の水平屈曲部と空気抜きの分岐があ
り，更生工法の施工に際しては屈曲部内面でシワを生じず，確
実に分岐を設けられることが求められた。本報では，更生工法
のうち熱形成工法の一つであり更生材に高密度ポリエチレン
PE100 を使用するKU-LINER®工法により，EF融着技術の
活用などで屈曲部や分岐部においても本管更生材と同一材料で
一体化管路を構築した事例を報告する。

（水土の知90-8，pp.58～59，2022）
農業水利施設，補修・補強工事，管更生，高密度ポリエ
チレン，熱形成工法，KU-LINERⓇ

（技術リポート：中国四国支部）
圃場整備における用水パイプライン化に伴う水利統合

大谷　恭弘・窪田　智加・村上佳寿恵・溝渕　勝久

　農業競争力強化農地整備事業「田中北部地区」は，香川県木
田郡三木町の西部に広がる地域に位置し，狭小不整形である現
況農地とともにため池掛かり4系統，河川掛かり1系統の合計
5用水系統からなる水利系統が混在した水利慣行を形成する農
業用水となっており，営農や用水管理に多大な労力を要してい
た。このような中，農業生産性の向上や維持管理の省力化，担
い手への農地集積を図るため，区画整理や農業用水のパイプラ
イン化に取り組んでいる。本報では，本地区の用水パイプライ
ン化による水利慣行の変更を伴う水利統合計画の策定に当た
り，地域特有の課題への対応状況を紹介する。

（水土の知90-8，pp.60～61，2022）
圃場整備，パイプライン，水利統合，農業用水，水利慣行

（技術リポート：九州沖縄支部）
ため池整備工事における ICT 活用事例

中嶋　和成

　ため池整備工事は土工事が主のため天候が工程に与える影響
が大きく，営農の関係で工期に制約があり工程管理が難しい。
さらに，出来形・品質管理の項目・回数が多いため，経験豊富
な技術者・労務者を確保する必要があるが，建設業界全体で技
術者・労務者不足が深刻な状況である。そのため，ため池整備
工事の入札では度々不調不落が発生する。不調不落の対策とし
て，従来の施工方法と比較し高い生産性・施工品質を実現し，
作業日数・人員の削減が期待できる ICTを試行的にため池整
備工事へ活用した。その結果，従来の工法と比較し，作業日数・
人員を削減できた。ため池整備工事への ICT活用は不調不落
の対策の1つになり得る。

（水土の知90-8，pp.62～63，2022）
ため池，ICT，3次元点群データ，公共工事，施工管理
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